
1.継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせるような事象等はありません。

2.重要な会計方針

(1)棚卸資産及び貯蔵品の評価基準及び評価方法

　　最終仕入単価にもとづく原価法を採用しています。

(2)固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法を採用しています。
　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備
　　及び構築物については、定額法を採用しています。
　　　また、一括償却資産については、3年間の均等償却を実施しています。

　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法を採用しています。
　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
　　採用しています。

　③リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

(3)引当金の計上基準

　①貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　　特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　②賞与引当金
　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しています。

　③退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額から福岡商工会議所の特定
　　退職金共済制度に対する掛金残高（運用利息を含む）を控除した額を計上しています。

　④役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

(4)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

(5)リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
　　通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。ただし、重要性が高い場合は通常の売買取引に
　　準じた会計処理を行っています。
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3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。
（単位：円）

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。
（単位：円）
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5.担保に供している資産

　担保に供している資産はありません。

6.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりです。
（単位：円）

( ) ( 0)

620,000,001)

建物付属設備

科　　　　目 取得価額

　車両運搬具 156,830,715 156,830,714) 1)

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

　車両運搬具 131,222,511

当期末残高

基本財産
　定期預金 100,000,000 0 0 100,000,000

小　　　計 100,000,000 0 0 100,000,000
特定資産

　減価償却引当資産 520,000,000 0 0 520,000,000

100,000,000
156,830,715

　健診施設拡充積立資産

　退職給付引当資産 31,060,850 0 24,336,150 6,724,700

88,392,750 62,784,546
0 100,000,000 0

小　　　計 682,283,361 188,392,750 87,120,696 783,555,415

100,000,000 0) ( 100,000,000)

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

－

883,555,415合　　　計 782,283,361 188,392,750 87,120,696

基本財産

－
　定期預金

特定資産
小　　　計 100,000,000 ( 0) ( 100,000,000)

( 6,724,700)
　減価償却引当資産 520,000,000 (　　　　　0　　) ( 520,000,000) (
　退職給付引当資産 6,724,700

0)

( 6,724,700)
　健診施設拡充積立資産 100,000,000 ( ) ( 100,000,000)

156,830,714) ( 720,000,001)

( 0)
小　　　計 783,555,415 ( 156,830,714) (

( 6,724,700)883,555,415 (

土地 1,172,554,391 0 1,172,554,391

616,818,811 405,125,444 211,693,367

ソフトウェア 526,438,492 231,748,459 294,690,033
457,148,094

合　　　計 6,336,416,107 3,524,095,044 2,812,321,063

リース資産 927,318,456 470,170,362

0)

一括償却資産 18,531,794 12,829,018 5,702,776
器具備品 796,593,652 617,972,202 178,621,450

建物 1,012,418,719 682,717,456 329,701,263

構築物 12,463,930 7,142,636 5,321,294
車両運搬具 1,253,277,862 1,096,389,467 156,888,395

減価償却累計額 当期末残高

合　　　計



7.保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務

　保証債務等の偶発債務はありません。

8.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券は保有していません。

9.補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。
（単位：円）

10.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。
（単位：円）

11.関連当事者との取引の内容

　関連当事者との取引はありません。

12.重要な後発事象

　重要な後発事象は存在しません。

13.その他

　この財務諸表は、公益法人会計基準（平成20年4月11日設定　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定
等委員会）に準拠して作成しています。
　なお、会計区分は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づく事業区分によってい
ます。
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補助金等の名称 交付者
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貸借対照表上
の記載区分

民間助成金 日本宝くじ協会 131,222,512 88,392,750

131,222,512 88,392,750 62,784,548

当期末残高


